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意見書第 7号 2027年度介護保険制度「改正」に関する意見書 

 



意見書案第７号 

  

   2027年度介護保険制度「改正」に関する意見書  

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和７年１２月２３日 

 

発議者 北広島市議会議員  滝   久美子  

賛成者    同      阿 部 勝 義 

同     同      川 崎 彰 治 

同     同      人 見 哲 哉 

               同     同      藤 田  豊 

               同     同      鶴 谷 聡 美 

               同     同      稲 田 保 子 

 

提案理由      介護保険制度の基本理念は全ての高齢者が尊厳を保ち、自立

した生活を送れるよう介護の社会化を目指すことにあること

から、2027 年度の制度改正が利用者にも事業者にも持続可能

な制度となるよう要望する。 

 

提出先     内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



2027年度介護保険制度「改正」に関する意見書 

 

介護保険制度が開始してから四半世紀となるが、介護を取り巻く環境は依然にも増して大

変厳しい状況である。介護に関わる職員の実質賃金は上昇せず、魅力ある、重要な仕事であ

る一方で十分な報酬が得られず介護従事者不足が続いている。2024年度の制度改正では報酬

が引き下げられ、休廃業件数が過去最高となっている。介護職員の基礎報酬の引き上げや職

場の環境整備についても早急に改定することが求められる。 

2021年度の財政制度審議会において、ケアマネジメントの10割給付の見直しや要介護1、

2を軽度な介護者と位置付け直すことが検討されたが、利用者負担の増加や、介護保険料を

納めているにもかかわらず介護サービスを利用できない状況等の問題が議論された末、見送

られた。こうした経緯を受け、地域の実情に即した実効性のある制度設計が急務である。 

よって、国及び政府においては、介護保険制度の基本理念が全ての高齢者の尊厳を守り、

自立した生活を支援するために介護の社会化を推進することであることを踏まえ、2027年度

の制度改正が利用者にも事業者にも持続可能な制度となるよう、以下の事項について措置を

講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

1   ケアマネジメントの 10割給付を維持すること。 

 

2   在宅介護を支える訪問介護・通所介護において、要介護 1と 2のサービスを介護保険給

付から外さないこと。 

 

3  利用者負担の現状維持と低所得者への対策をすすめること。 

 

4  訪問介護の報酬単価を引き上げること。 

 

5  人材不足が危惧されるケアマネジャー、ホームヘルパーをはじめとする介護職員を増や

すため、実効性のある施策をすすめること。 

 

6  介護保険財源の確保に向け、国の負担割合を引き上げること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 


